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2.1 アーキテクチャ  
















ことを意味し、サブシステム中の調節を必要とする。  藤本等は、 「擦り合わせ型」の概念を用いて、
日本に適するアーキテクチャとして、サブシステム中の調節を必要とする「擦り合わせ型」を議論し




2.2  ナレッジ・マネジメント 






















2.3  メタナショナル経営 







この概念は、図 2 に示すように、３つのプロセスで示されている。 
１）Sensing      世界規模で流動化・分散化した知識を察知する。 
２）Mobilizing    アライアンスなど外部連携により、知識を移動し引き付ける。 













(Internal R&D)、合弁事業（Joint Venture） 、委託研究開発(Contracted-out R&D)、ライセンス
(Licensing-in)、製品購入(Buying final product)等を含んでいる。  特に、技術のカテゴリーで、決定
的に重要な意味を持つ重大な技術（Critical Technology）は、内部研究開発で技術開発する必要を指























は、 彼の業績に関心を持ち、 液晶の研究を発展させ、 液晶に電圧を印加することにより光が散乱され、
透過率が低下する動的散乱(Dynamic Scattering; DS)モードを発見し、この効果を用いた液晶表示装
置を開発した。その後、英数字ディスプレイ、静止画ディスプレイ、液晶電子時計、液晶電圧計等の























業風土と、 設立の経緯からも、 自由闊達な雰囲気があった。 また、 中央研究所の経営職、 管理職にも、
大学から移動した研究者も多く、研究管理にも自由度が重んじられた。この中央研究所から、後の世
界シェア 1 位の商品である液晶、オプトデバイスや、太陽電池の技術が生み出された。 
 
2)  液晶独創技術の研究から開発へ 
先に述べたように、液晶材料は、1889 年にオーストリア植物学者ライニッツァが発見し、ヨーロ
ッパで研究された。
４）  そして、1950 年頃に再び研究が活発化した。液晶を世界で初めてディスプ













２３，２４）また、NHK プロジエクト X 製作
































るため、電卓、液晶、半導体の研究者、技術者総勢 55 人のプロジエクトが結成された。 
そして、1973 年 4 月、図４に示す、世界初の液晶ディスプレイを用いた電卓 EL-805 が市場に出
された。｣ 




デビッド・サーノフ研究所のハイルマイヤー（G.E. Helmeier）は、動的散乱(Dynamic Scattering; 
DS)モード発見し、このモードを用いた液晶表示装置を開発した。 
シャープの世界で初めて市場に投入された液晶電卓も、RCA の試作品と同じく DS モードが用いら
れた。しかし、液晶を適用できる商品の範囲を広めるためには、動画を表示できるより早い応答速度
とカラー化が求められていた。このためのイノベーションとして、TN 液晶と TFT 液晶の 2 つが開
発された。 










このため高コントラストで動画を表示できるディスプレイ技術として、RCA の B.J. Lechner 等は








1983 年に学会発表し、 1984 年に市販品としては世界初の 2インチカラーテレビを発売した。 しかし、
水晶基板を用いることから、大型化、低コスト化に限界があった。 
この頃、英国ダンディ大学の P.G. Spear, P.G. Le Comber 等は、1975 年にアモルファス・シリコ
ン(a-Si)でｐｎ制御が可能であること、1979 年に TFT が作成でき液晶ディスプレイに応用できるこ
とを発表した。 
三洋の桑野幸徳等は、この論文に刺激され a-Si 太陽電池の開発を行い、1980 年に a-Si 太陽電池を
世界に先駆けて発売した。また、三洋は 1983 年の日本エレクトロニクスショーに世界初の a-Si TFT
を用いアクティブマトリックス液晶を展示した。
２９） 
シャープでは、 1979 年から 3 年間日本電子工業振興会 （JEIDA） からの委託事業を踏まえ、 a-SiTFT
を研究した。そして 1985 年に、3.2 インチの a-Si TFT を用いたパネル試作し、学会発表した。この




この様に、世界で初めて市場に投入された液晶電卓に用いられた DS モードは応答速度が遅かった 14
が、TN モード、TFT によるアクティブマトリックスディスプレイの開発により、液晶は動画を表示
できるようになった。また、カラー表示のためにはカラー・フィルタが用いられた。 
この、 赤、 緑、 青のカラー・フィルターと、 各絵素に薄膜トランジスタ （Thin Film Transistor; TFT）
を用いた、アクティブマトリックス液晶の断面図を図５に示す。 
 
















図６  TFT 液晶を用いた 3 インチ携帯テレビ（シャープ） 
 
現在、殆どの液晶が TFT 液晶に代わっており、以下に述べる液晶は全て TFT 液晶である。 
4.2  TFT 液晶の生産プロセスとコアナレッジ 
TFT 液晶が開発されたことにより、 液晶は動画をカラーで表示できるようになり、 その応用範囲が
広がった。この TFT 液晶の製造プロセスを、図７に示す。
３０） 
ガラス基板に TFT を形成する。TFT を形成する主なプロセスは、図８に示すように、半導体や金
属の薄膜の成膜、微細パターンを形成するための露光、形成した薄膜の不要部分を除去するエッチン
グの 3 つがあり、これが繰り返される。この露光するマスクを用いる枚数で、プロセスの長さが表示







別にカラー・フィルタを作成し、TFT を形成したガラス基板と貼り合せる。そして、この 2 枚張り






このように、コアナレッジは TFT 工程にあって、｢液晶パネル｣に凝縮されている。 
        
 
   
図７  TFT 液晶の製造プロセスとモジュール
３０） 
























3 インチ程度の大きさの TFT 液晶では応用できる商品は限られていた。このため、TFT 液晶の大
型化が可能であり、多くの商品に応用できること、つまり液晶の持っているポテンシャルを示す必要
があった。このため、3 インチ程度の画面サイズが主流だった当時に、大型液晶の研究に挑戦した。
14 インチ用のフォトマスク等に研究予算を投入し、1988 年当時に世界初である、図９に示す 14 イ
ンチカラーTFT 液晶ディスプレイの開発に成功した。3 インチ程度が主流であった技術を用いて、14



















産ラインは、 通常 300mm x 400mm のガラス基板が用いられていた。 シャープは、 これに対し 320mm 
x 400mm と 20mm 大きいガラス基板を用い、他社とほぼ同じ様な生産装置を用い、プロセスイノベ
ーションにより膜厚の均一性等を改良した。この結果、1 枚のガラス基板から 8.4 インチカラーTFT







































































米国における日本の研究開発拠点は、1998 年で 251 ケ所にのぼり、英国（103 ケ所） 、ドイツ（107













































































に高分子樹脂が発光することを見出したことにある。 この発見者達は、 LEP の基本特許を取ってから、









図１７  エプソン・ケンブリッジ研究所と設置地域 
３６） 
（英国  ケンブリッジ・サイエンス・パーク）  27
６．日本から韓国、台湾への液晶技術移転 
先に述べたように液晶技術は日本で開発、事業化、産業化されてきた。この液晶技術がどのように
アジアへ技術移転されたかを検討した。図１８に、日本、韓国、台湾の a-Si TFT 液晶の生産パネル


















図１８  TFT 液晶パネル生産数の国別推移
３８） 





































































Toshiba Matsushita Display ST-LCD
2003年
以前

































ロードマップ 無　し 有　り ITRS




1800mm のガラス基板が使われている。これはシリコンウエハの 38 倍である。さらにガラス基板か
ら取れる１つの素子サイズは、現在市場に投入されているテレビに用いられている 45 インチ液晶パ
ネルである。これは、MPU チップの 6755 倍の面積を持っている。これらの相違の原因について、
以下に述べる。半導体の場合、情報を処理する機能が価値を持っており、素子サイズは直接的には価
値を持っていない。 設計ルールを微細化することにより、 素子サイズを小さくでき、 機能も向上でき、
コストも下げられる。 「ムーアの法則」として、 「１つの半導体チップにのるトランジスタの数は、18
ヶ月で 2 倍になる。 」という法則が広く知られている。これは、1960 年代にインテルのムーア氏が提
唱したもので、現在までの半導体の技術および産業のガイドラインとなっている。 「微細化技術」の







ある。液晶の基板サイズ、素子サイズは、半導体に比較し、各々38 倍と 6755 倍である。後に述べる
ように、液晶生産ラインのガラス基板サイズは、1991 年に 300mm×400mm から最近の 1500mm×
1800mm に急速に拡大している。 
 











できる。図２１の例のように、ガラス基板に 1 箇所にごみ等による欠陥が発生した場合、良品率は 4
面取りの場合７５％であるが、6 面取りの場合は８３％になる。極端な場合、ガラス基板 1 枚から液








図２０  ガラス基板サイズと液晶パネルサイズ 
 
 







































が得られた｢技術ロードマップ｣が、ITRS(International Technology Roadmap for Semiconductor)









な生産は、1991 年前後に第 1 世代生産ラインから始まった。この時のガラス基板サイズは、300mm
×350mm～320mm×400mm であった。その後、1994 年に 370mm×470mm の第 2 世代生産ライ
ン、1996 年には 550mm×650mm の第 3 世代生産ラインが稼動を始めた。そして、2000 年に第 4
世代（680mm×880mm～730mm×920mm） 、2001 年に第 5 世代（1000mm×1200mm）の生産ラ
インが立ち上がった。また 2004 年 1 月には、第 6 世代の 1470mm×1770mm の生産ラインの稼動
が報告された。 





この 1 世代のインフラを含めたトータルの技術を開発する期間として、 最低 3 年間は必要と考えられ
る。このことが、 「3 年間で 1 世代」を引き起こしている。また、先に述べたように、ガラス基板の
大型化に伴い面取り数が増加し、生産性向上が図れる。この生産性向上の倍率、つまり 1 枚のガラス
基板から取れる液晶パネルの枚数 （面取り数） の増加をみると、 例えば４面取りから６面取りにし 1.5
倍になる場合と、2 倍になる場合等があり、平均すると 1.8 倍になったと分析されている。
４０，４１）
逆に言うと、この生産性向上を考慮してガラス基板サイズを決めた結果、 「3 年（1 世代）で 1.8 倍」
のガラス基板サイズの増加になっていると解釈できる。 
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例えば、ワイド型テレビの液晶パネルを主とした生産ラインを構築する場合に、28 インチワイド
液晶を６面取りとし、第 5 世代の 1150mm×1350mm の基板サイズを採用することが考えられる。
しかし、第６世代の生産ラインでは８面取りになる。このため、第 5 世代のラインの生産性は、第６
世代に比較して、６／８つまり 25%低い。また、第６世代の生産ラインでは、表３から考えると、36

















半導体の Si ウエハは、 1980 年代初めの 4 インチから 20 年かけて現在の 300mm まで大きくなり、
面積比で７倍になった。その拡大速度は、 「3 年間で 1.3 倍」であった。これに比較し、液晶のガラス
基板サイズは、 「3 年で 1.8 倍」であり、10 年で 10 倍という非常に速い拡大速度であった。 
  また、新しい基板サイズおよびこれに対応した次の世代の生産装置が投入される期間をみると、




























東京大学藤本隆宏等は、 「モジュラー型」 の反対の概念として、 「擦り合わせ型」 の概念を提案した。
１１、１２） 「擦り合わせ型」の概念は、サブシステムが互いに依存することを意味し、サブシステム中
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組み合わせることで設計でき、この IP は外部企業から買うことも可能である。 
これらのことから半導体工程のアーキテクチャは、 「モジュラー型」工程といえる。また、半導体
製品のアーキテクチャを見ると、半導体製品の種類に依り、DRAM(Dynamic Random Access 
Memory)は、IP を用いて設計する「モジュラー型」であり、SOC(System on Chip)は種々のタイプ
の IC（Integrated Circuit :  集積回路）を１つのチップに集積するため「擦り合わせ型」寄りと言え


























































液      晶   40
逆に、 「擦り合わせ型」の場合、オープンにされた設計ルールが無く、各サブモジュールとの相互
依存性がある。この各サブモジュール間の相互依存は、単純化されず｢形式知｣とされていない。つま
り、 各サブモジュール間の相互依存がある中で問題解決するためには、 主観に基づく洞察、 直観、 勘、























































日  本 
韓  国 
台  湾 
中  国  米  国 
モジュール型 
形  式  知 
擦り合わせ型 
暗  黙  知 
アーキテクチャ 






相違について、日本の生産能力シェアが追いつかれ、追い抜かれた 1998 年から 2003 年にしぼり論
議する。 









2)  投資サイクル 



















図２９  投資サイクル 
 







干の損失に止めている。 また、 最近の 2 年間は大きく利益を出している。 台湾は、 日本と同様に 2001





















































































































4)  日韓台の液晶への設備投資額の推移 
次に、 液晶生産能力を決める設備投資額について述べる。 1998 年から 2003 年の期間の日本、 韓国、
台湾の液晶への設備投資額の推移を図３２に示す。
４８）また、1999 年から 2003 年の液晶製造装置へ








これに対して韓国は、液晶産業が最も苦しんだ 2001 年に投資を決断し、2002 年、2003 年と大き
な投資を行った。 また、 台湾は特に 2003 年に 5500 億円以上と日本の 4 倍近い大きな投資を行った。 













































1 AU Optronics AU Optronics Chi Mei Samsung Sharp
2 Samsung Sharp LG.Philips AFPD LG.Philips
3 HanStar Samsung HanStar AU Optronics Chi Mei
4 LG.Philips LG.Philips Sanyo LG.Philips Toppoly
5 Chi Mei CPT Sharp Quanta CPT
6 Hyundai Toshiba ST LCD Sharp AFPD
7 Hitachi Chi Mei CPT Toppoly Quanta
8 Toshiba Hydis Hitachi Sanyo Hitachi
9 DTI IDTech Toshiba Hitachi SVA-NEC
10 Jilin Quanta Quanta Chi Mei HanStar
Japan Korea Taiwan
2003 1999 2000 2001 2002
 
Year Month
Japan Sharp 6 1470x1770 2004 3
6 1470x1770 2006 4
Korea LG.Philips 5 1000x1200 2002 3
5 1100x1250 2003 7
6 1370x1670 2005 1
Samsung 5 1100x1250 2002 10
6 1370x1670 2004 9
Taiwan AU Optronics 5 1100x1250 2003 5
6 1370x1670 2005 1
Quanta 5 1100x1300 2003 5
Chi Mei 5 1100x1300 2003 11
6 1370x1670 2005 10
CPT 5 1100x1250 2004 1
6 1370x1670 2006 7
HannStar 5 1100x1300 2004 2
Taiwan-Japan SVA-NEC 5 1100x1250 2004 4
Nataion Operation Time Glass Size (mm) Genaration Maker
表５  液晶設備投資ランキング  （1999－2003 年）
４９） 
表６  2003 年時点での日本、韓国、台湾の液晶設備計画
４９）  47
5)  日韓台の投資戦略の比較 
今まで述べてきたものをまとめて、日本、韓国、台湾の 1998 年から 2002 年度の 4 年間の業績と
設備投資額の累計を表７に示す。
４８）各国とも 7000 億～8000 億円の設備投資をしたにも拘らず、韓
国は 4000 億円以上の利益を得たのに対し、日本は損失を出している。
６０）また、1998 年から 2003
年までの 5 年間を見ると、2003 年に特に台湾が大きな投資をしたため、投資額の比率は、日本：韓













ように 「クリスタル・サイクル」 の好況期に各社が投資するのが多いし、 逆にこの事が 「クリスタル・
サイクル」を引き起こしている。
４９） 
次に、日本の生産能力シェアが大きく低下した 1998 年から 2003 年の期間の各国の投資のタイミ
ングについて、具体的に見てみる。 
日本は、1999 年の好況時に、前述のように、大きな利益を上げたため、2000 年に平均的な年の約




日　　本 (6社） 41,679 -191 7,028
韓　　国 (2社） 21,012 4,393 7,517























9.2  技術流出  －  ナレッジの意図せぬ流出 






















せた期間についてみると、第 5 世代の液晶生産装置が 2002 年から急激に増加し 2004 年では、世界









５１）2004 年と 2005 年の第 1 四半期における第５世代以上占有率は、韓国で 58%と 72%、
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































働いた。 この日本から遅れて投資した投資タイミングが、 韓国と台湾に後発者利益をもたらした。 
先発者が苦労して創造した液晶事業を、 後発者はじっくりと研究し、 差別化できる点を見出して、



































このアンバランスを引き起こす要因は、 液晶パネルメーカーの投資決断のタイミングにある。 この 「ク
リスタル・サイクル」を起こす投資行動については、後で論議する。  53
 
10.2  日韓台の液晶生産能力の推移 
液晶生産量の推移を見たが、次に、液晶生産量を決める要因である液晶生産能力の推移について述
べる。日本、韓国、台湾の大型液晶パネルの月間生産能力枚数（15 インチ換算）について、ドイツ




５１）のデータから、1997 年から 2006 年の生産能力国
別シェアの推移と予測を作成し図３７に示す。 
これから判るように、日本の生産能力がそれほど増加していないのに対し、韓国と台湾は大きく生
産能力を増大している。 このため、 日本の生産能力シェアは、 予測機関によって少しの違いはあるが、

























































































































































































































































































































































































シャープは、2005 年度経営方針で、1998 年に表明した液晶への置き換えは 2004 年にほぼ目標を






















し、工場建設の約束を取り付けた。この時、三重県単独で 90 億円、丸亀市と国を合わせ約 135 億円
の補助金を拠出することを約束した。 県議会へ、 税収アップで 90 億円の補助金は 10 年程度で回収で










































第１工場は、表８で示すように、用いるガラス基板は第 6 世代と呼ばれる 1500mm×1800mm で
あり、第 1 世代の約 21 倍の大きさを持つ。
５６）この亀山工場第 1 工場は、2004 年 1 月に生産を開始
した。この工場の大きな特長は、液晶パネル工場と液晶テレビ工場を同一敷地内に建設し、液晶パネ
ルの生産から液晶テレビの組立までを、 一貫して生産できるようにしたことである。 また、 投資額は、
2 つの第 6 世代の液晶生産ラインを持った液晶パネル工場と液晶テレビ工場の全体として、土地、建
物を含め約 1000 億円を投資する計画である。1 枚のガラス基板からテレビ用ワイド液晶パネルを、
26 インチで 12 面、37 インチで 6 面取ることができる。ガラス基板を月 27000 枚投入できるため、








また、第 2 工場は、表８に示すように、2006 年 8 月よりマザーガラスの投入を開始した。
５７）そ
して、当第 2 工場で生産された液晶パネル搭載の大型液晶テレビは、2006 年 9 月より世界に向け生
産を開始した。 
  亀山第 2 工場では、30 型クラスの生産に適した第 1 工場で生産の第 6 世代マザーガラス（1,500
×1800ｍｍ）に対し、面積が約 2 倍、世界最大の第 8 世代マザーガラス（2160ｍｍ×2460ｍｍ）を
採用し、50 型、40 型クラスのテレビ向けパネルの高効率生産が可能である。サムソン電子とソニー












・ 所在地 :三重県亀山市白木町 
・ 建  屋 :大型液晶工場、大型液晶テレビ工場、管理棟 他  
・  投資額 :約 1,000 億円(液晶テレビ工場と亀山第 1 工場土地、建物、生産ラインの設備を含む)  
<大型液晶テレビ工場>  
  ・稼動時期  ：2004 年 1 月  
  ・ 生産品目:25 型以上の大型液晶テレビ  
・  生産規模:月 100,000 台 
＜亀山第 1 工場＞ 
  ・ 延床面積:約 117,700m2  
  ・ ガラス基板サイズ:1500ｍｍ×1800ｍｍ  (第 6 世代マザーガラス)  
  ・  投入能力: 月 27,000 枚 
＜亀山第 2 工場＞ 
  ・稼動時期 ：2006 年 8 月 
  ・設備投資額：約 1，500 億円（建物、生産設備を含む） 
  ・ガラス基板サイズ：2160ｍｍ×2460ｍｍ（第 8 世代マザーガラス） 
     ※ 4 0 型クラス 8 面取り、50 型クラス 6 面取りが可能 































11.6  国家プロジエクトによる擦り合わせ促進 
「暗黙知」の「擦り合わせ」により「破壊的技術」が生まれた事例として、シャープ亀山第 2 工場で










民間企業 24 社が出資して 2002 年 4 月に設立したフューチャービジョンでも開発を進めてきた。こ
の技術を発展させると共に、同じプロジェクトに参画していたシャープとの擦り合わせにより、亀山
第 2 工場内に生産ラインを設置し、2006 年 9 月から量産を開始すると正式に発表した。生産子会社




４１に示す装置を開発し， シャープの大型テレビ向け液晶パネルを製造する亀山第 2 工場に納入した
ことを明らかにした。
６１） 










































年に CRT テレビを追い越し、出荷台数も 2008 年に追い抜くと予想される。
６２）  64
 



















CRT 82.9% 69.2% 56.0% 44.9% 37.6% 32.0%
LCD 11.3% 23.6% 35.9% 46.2% 53.0% 58.5%
PDP 3.1% 5.1% 6.6% 7.7% 8.3% 8.7%
CRT RP 1.3% 0.7% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0%
MD RP 1.3% 1.5% 1.3% 1.2% 1.0% 0.9%




















MD RP 2.5 2.8 2.6 2.4 2.2 2.0 
CRT RP 2.4 1.2 0.3 0.1 0.0 0.0 
PDP 5.9  9.7  12.9 15.7 17.6 18.9 
LCD 21.2 44.6 69.7 93.8  111.6  128.0 
CRT 154.9  130.7  108.7  91.2 79.3 70.0 

























MD RP 2.5 2.8 2.6 2.4 2.2 2.0 
CRT RP 2.4 1.2 0.3 0.1 0.0 0.0 
PDP 5.9  9.7  12.9 15.7 17.6 18.9 
LCD 21.2 44.6 69.7 93.8  111.6  128.0 
CRT 154.9  130.7  108.7  91.2 79.3 70.0 















CRT 38.7% 25.9% 16.6% 11.2% 8.2% 6.4%
LCD 31.6% 47.7% 59.5% 66.7% 71.0% 74.2%
PDP 18.8% 19.5% 19.4% 18.8% 18.2% 17.3%
CRT RP 3.2% 1.1% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0%
MD RP 7.6% 5.6% 4.3% 3.3% 2.6% 2.1%























CRT $31.2 $26.5 $17.6 $12.8  $9.7  $7.6 
LCD $25.5 $48.6 $63.0 $76.4 $83.7 $88.4 
PDP $15.1 $19.9 $20.5 $21.6 $21.4 $20.6 
CRT RP $2.6 $1.2 $0.3 $0.0 $0.0 $0.0 
MD RP $6.1 $5.8 $4.5 $3.7 $3.0 $2.5 




























CRT $31.2 $26.5 $17.6 $12.8  $9.7  $7.6 
LCD $25.5 $48.6 $63.0 $76.4 $83.7 $88.4 
PDP $15.1 $19.9 $20.5 $21.6 $21.4 $20.6 
CRT RP $2.6 $1.2 $0.3 $0.0 $0.0 $0.0 
MD RP $6.1 $5.8 $4.5 $3.7 $3.0 $2.5 
























































































図４５  液晶テレビのバリューチェーン 
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z三星: メキ シコ、 ブラジル   
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z日立:中国  
z東芝:中国、インドネシア、  




z三星: 中国と朝鮮、  
   マレー シア、 インドネ シア、タ イ、 
   ベトナ ム、イ ンド  
zLGE: メキシコ、中国、朝鮮、  
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13.2  ソニーの液晶テレビの競争戦略 
１）破壊的技術  －薄型ディスプレイ 
ソニーは、テレビでトリニトロンという強いブランドの CRT（ブラウン管）と独自の映像技術を持






技術を獲得する種々の方法と決断の要因を、 デービッド・ フォードは、 図３に示すようにまとめた。
１６）ソニーにとって、テレビの高いシェアを維持するために、キーデバイスを早急に且つ安定的に確





て 2005 年半ばから第７世代の基板を使った液晶パネルの生産を始めた。総投資額は、2.1 兆ウォン
（約 18 億ドル）であり、株式はサムソンが５０％プラス 1 株、ソニーが５０％マイナス 1 株を保持
した。ソニーは韓国に液晶テレビの工場も新設し、韓国内での垂直統合を行った。 
  サムスン電子はＳ―ＬＣＤの本社工場のある湯井地区を液晶パネルの一大拠点にするため、2010
年までに 20 兆ウォン（約 2 兆円）を投資する方針である。その第１弾のＳ―ＬＣＤは約 2000 億円
を投資して 2005 年半ばから第７世代（1870×2200ｍｍ）のガラス基板を使った液晶パネルを量産し










  このように、ソニーは合弁会社という技術獲得方法を用いながら、差異化している。 
この経営は、自前の薄型ディスプレイを持たない弱みを克服するため、ナレッジを世界中から察知
し、サムスンと合弁会社を設立することにより、液晶パネルの安定供給を得て、世界の液晶テレビで
世界 2 位のシェアを確保している。 
まさに、ソニーはメタナショナル経営を実践し、グローバル経営を行っている良い事例である。  68
 
図４７  ソニーのテレビに対する状況変化とメタナショナル経営 
        

































ソニーの経営を、イヴ・ドーズ(Yves L. Doz),  ジョセ・サントス(José Santos),  ピーター・ウイリ























図４９  シャープのグローバル戦略の問題点とメタナショナル経営からの示唆 
暗黙知の擦り合せ 
クリスタルバレー 
日  本  市  場  70
２）グローバル戦略の転換 
シャープは、この問題の解決のため、既にグローバル戦略の転換を図っている。日本での液晶パネ































図５１  シャープの新しいグローバル戦略のバリューチェーン 
 
 










Japan 0.2% 0.8% 1.1% 2.3% 2.9% 5.4% 6.1%
N.A. 0.1% 0.1% 0.7% 1.7% 2.0% 2.1% 5.1%
Europe 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.3% 0.2% 0.6%
China 0.0% 0.0% 0.1% 0.1% 0.1% 0.3% 0.8%
ROW 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.2%
W/W 0.0% 0.1% 0.2% 0.4% 0.5% 0.8% 1.6%
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日  本  72
１４．メタナショナル経営の論点と課題 
イヴ・ドーズ（Yves L. Doz）が、2001 年に著書, ”From Global to Metanational”を出版し｢メタナ
ショナル経営｣という概念を提示し、メタナショナル研究は緒に就いたばかりである。しかし、その
概念の提示から多くの討論が行われ、その論点と課題が整理されてきている。 





































    自国の外部環境が劣位の場合、主要資源の海外移転により劣位の克服を図ることも考えうる
が、多くの場合この方策は困難に直面する。 
ｃ）自律と統制のジレンマ 






























    企業の目的は当然ながら企業のパフォーマンス向上にあり、国の競争力自体ではない。しか
し反対に、 国家の産業力強化の結果、 メタナショナル戦略を志向する外資系企業の国内誘致
にも繋がる。 これからは企業 ・ 政府両レベルでの考察が大きな研究課題として残されている。  
ｃ）メタナショナル・イノベーションと地理的スコープの関係 





































































































































図５３  ｢工場の国内回帰が加速。最先端製品を世界へ｣（日本経済新聞 2007 年 1 月 1 日）
６６）  78
１５  ｢コアナショナル経営｣の提案 












































































































するための組織論、 また事業価値の最大化を図るためのバリューチェーンを加味したものである。  
 
３）Allocating  (配置) 
自国のコアナレッジを基礎として、足りないナレッジ、利用できるナレッジ、利用すれば事業
価値を高められるナレッジを、察知して加え増幅することにより、事業価値を増幅し最大化を図
るため、 ナレッジの察知、 創造等の拠点を世界規模で配置するものである。 このコンセプトには、
バリューチェーン、組織論が考慮されている。 
 
















１） 世界規模で知識創造を行うため、 世界各国との競争と協調による Win-Win な関係を構築する。 
メタナショナル経営、 コアナショナル経営にかかわらず、 世界規模の知識創造が必要である。





日本は、 シャープを除いて、 前期利益に影響される投資戦略を取り、 投資を継続しなかった。
この投資戦略が、韓国、台湾に追い抜かれた最大の理由である。 
韓国は、例えばサムスンの李健煕（イ・ゴンヒ）会長の明確で長期を見据えたビジョンとリ











































１０）  意図せざる技術流出防止のため、経済産業省の｢技術流出防止指針｣に沿った啓発を行う。 
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